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第１ ウルグアイランド（1986-1995年） 

サービスの貿易に関する一般協定(GATS) 

知的所有権の貿易関連の側面に関する協定 

(TRIPS協定) 

『物と人の移動の自由』 

第２ 司法制度改革 

 2002年3月 司法制度改革推進計画が閣議決定 
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１ 司法制度改革 
 従前の日本の司法制度は裁判期間の長さ、 

弁護士費用の高さ、裁判所の行政よりのスタンスなどの要因により、国家が国民に
十分な法的解決を供給していなかったと言われている。 

国民への十分な司法サービスを提供するために、裁判の効率化や法曹界の人員
の拡充などが必要とされ、広汎な司法制度改革が行われることとなった。 

 主な改革点 
 【裁判制度等の改革】 

 
■民事司法制度の改革 

 裁判の充実・迅速化-計画審理など 

 専門的な事件への対応強化-専門委員制度など 

 知的財産権関係事件への対応強化-知的財産高等裁判所の設置など 

 労働事件への対応強化 

 家裁・簡裁の機能充実化-人事訴訟の管轄移管、少額訴訟制度拡大 

 民事執行制度の強化 

 裁判所へのアクセスの拡充-法テラスの設置、民事扶助の充実化 

 裁判外紛争解決手段(ADR)の拡充・活性化 

 司法の行政に対するチェック機能の強化 
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■刑事司法制度の改革 
 刑事裁判の充実・迅速化-公判前整理手続 
 被疑者・被告人の公的弁護制度の整備 
 検察審査会の議決への法的拘束力付与-「同一の事件について起訴相当と２回
議決された場合には必ず起訴される」こととなり、法的拘束力を持つことになった
(2009年5月21日から) 

 国際捜査・司法共助制度 
 身柄拘束の是正-監獄法の改正 
 犯罪者の社会復帰と、被害者・遺族の保護 

■国際化への対応 
 民事司法の国際化 
 刑事司法の国際化 
 法整備支援の推進 
 弁護士(法曹)の国際化 
 

【人的基盤の整備】 
 司法試験合格者数の増加 
 裁判官・検察官の増員 
 法曹養成制度改革-法科大学院制度・新司法試験の導入、司法修習制度の変更 
 弁護士へのアクセス拡充-法テラス、公設事務所の設置、弁護士報酬の透明化、
弁護士広告規制緩和 

 弁護士の国際化-外国法事務弁護士との特定共同事業の要件緩和 
 隣接法律専門職種の権限拡大-司法書士に簡裁訴訟代理権 
 検察官制度の改革 
 裁判官制度の改革-弁護士任官、裁判官任官手続の透明化 
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【国民的基盤の確立】 
 裁判員制度の導入(2009年5月21日から) 
 専門委員制度 
 
 
 

 1999年7月-内閣に司法制度改革審議会を設置 
 2001年6月-司法制度改革審議会の最終意見書 
 2001年11月-司法制度改革推進法が成立 
 2001年12月-内閣に司法制度改革推進本部を設置 
 2002年3月-司法制度改革推進計画が閣議決定 
 2004年4月-法科大学院開校 
 2004年11月30日-司法制度改革推進本部解散 
 2006年5月-第1回新司法試験実施 
 2006年4月-法テラス開設(10月業務開始) 
 2009年5月21日-裁判員制度施行、検察審議会の議決に法的拘束力を付
与する制度の施行。 
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２ 司法制度を支える法曹の在り方 

 法曹人口の拡大 
１．法曹人口の大幅な増加 
 現行司法試験合格者数の増加に直ちに着手し、平成16(2004)年には合格者
数1,500人達成を目指すべきである。 

 法科大学院を含む新たな法曹養成制度の整備の状況等を見定めながら、平
成22（2010）年ころには新司法試験の合格者数の年間3,000人達成を目指す
べきである。 

 このような法曹人口増加の経過により、おおむね平成30(2018)年ころまでに
は、実働法曹人口は5万人規模に達することが見込まれる。 

 

２．裁判所、検察庁等の人的体制の充実 
 全体としての法曹人口の増加を図る中で、裁判官、検察官を大幅に増員す
べきである。 

 裁判所書記官等の裁判所職員、検察事務官等の検察庁職員の質、能力の
向上を一層推し進めるとともに、その適正な増加を図っていくべきである。 

 司法を支える人的基盤については、行政改革を円滑に実施する観点からも、
その飛躍的な増大を図っていくことが必要不可欠であって、そのために、法
的措置を含め大胆かつ積極的な措置をとるべきである。 
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 １ 弁護士数の推移 

 【注】数値は、各年3月末日現在のもの。 

 

■ 男女別弁護士数の推移 
 以下のグラフは、男女別弁護士数の推移を示したものである。1990年からの20年間を見ると、
男性弁護士数の増加率は約2倍であるのに対し、女性弁護士の増加率は約7倍となっている。 
 

 

第３ 弁護士増大問題 
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 ２ 法曹人口の推移 
 法曹三者の総人口は、2000年頃まで約2万人でしたが、2011年までの11年間で1万
人以上増えました。ただし、法曹三者のうち裁判官・検察官の増員ペースは緩やかで
あるのに対し、弁護士だけが急増してきました。 
2012年2月末日現在の弁護士数は、3万2095人に達しています。 
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 ３ 司法試験合格者数の推移 
 司法試験合格者数は、1990年までは500人前後を推移していましたが、
1993年以降約700人、1999年以降約1,000人、2004年以降約1,500人、
2007年以降約2,000～2,200人と急増しています。 
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 ４ 弁護士人口将来予測 
-2012年に新規法曹を3000人にした後3000人を維持- 
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 ４-１ 弁護士人口将来予測 
-2012年に新規法曹を2000人にした後2000人を維持- 

15 



 ５ 隣接士業の人口の推移 
 弁護士と同じように法律を扱う登録士業としては、司法書士、税理士、弁理士、公認会
計士、行政書士等があげられる。諸外国では、これらの職種のうちいくつかのものにつき
弁護士が行うところもあり、諸外国との人口比率においては、注意が必要である。隣接士
業の人口は、下表のとおりである。 
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 ６ 法曹人口と隣接士業の存在 
 法律関係業務に関わる資格制度や権限の範囲などの実情は、国によって違います。 例えば、「先
進諸国の中で最も弁護士人口が少ないフランスに比べても、日本は弁護士がさらに少ない」という議
論がありますが、日本では様々な隣接士業が存在しているので、単純に比較することはできません。 

 司法制度改革において、法的需要増大の見通しを前提に「利用者の視点から」「当面の法的需要を
充足させるための措置」として、法曹以外の隣接士業に一定範囲で訴訟上の権限が付与されてきた
ことにも留意する必要があります。 

弁護士数は 

2011年3月末現在 

人口は 

2010年10月１日現在 

【弁護士白書2001による】 

①～③は 

2011年3月末現在 

人口は 

2010年10月１日現在 

【弁護士白書2001による】 
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 ７ 法廷実務に対する需要 
 法曹人口の増員計画は「我が国の法曹人口は我が国社会の法的需要に十分
対応できていない状況にある」、「今後、法曹需要は量的に増大することが予想
される」ことを前提としていましたが、全裁判所の新受全事件数の推移は、以下
のとおりです。 

(なお民事・行政事件の事件数の減少には、破産事件における事件番号の振り方の変更
など、現実の紛争の数的変化を反映していない要因も含まれています。) 
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 ８ 法科大学院の定員と入学者数 

 入学者選抜における競争性の確保という観点から法科大学院の定員削
減が始まりました。法科大学院教育の改善は、さまざまな問題点につき実
態を把握しながら継続的に取り組むべき課題とされています。 
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 ９ 参考-公認会計士試験の合格者数 
 公認会計士試験についても増員政策が取られていましたが、 

未就職者の急増という事態を受けて合格者数の抑制に方向転換がなされています。 

業務補助期間などの法的位置づけは異なりますが、高度の専門職業人(プロフェッション)

を養成するには現実的にはＯＪＴが可能な範囲の人員に絞らざるを得ないという視点は、
司法試験合格者数を検討する上で参考になると考えられます。 
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 １０ 法曹人口政策に関する提言(2012年3月15日)  
日本弁護士連合会 

 司法試験合格者数をまず1500人にまで減員し、更なる減員について

は法曹養成制度の成熟度や現実の法的需要、問題点の改善状況を
検証しつつ対処していくべきである。 

 司法試験合格者の減員は法曹人口の減少を直ちに意味せず、急増
か漸増かという増員ペースの問題である。司法試験の年間合格者数
を1500人にまで減員しても、2027年頃には法曹人口は5万人規模に達
し、2053年頃には6万3000人程度で均衡する。 

年間合格者数を1000人にしても、2043年頃には法曹人口は約4万
9000人に達し、2053年頃には4万2000人程度で均衡する。 
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 １１ 産業の長期均衡 

 超過利潤の存在 

 

→ 新規参入の誘発：供給曲線の右シフト 

→ 市場価格の低下 

→ 超過利潤の消滅 
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第4 藤本大学・日本の50大法律事務所 2011 

こちらの項目は、資料を配布させていただきます。 

                            資料②   
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第5 弁護士川井信之のビジネス・ロー・ノート 
1. 2012年1月8日 大手10大（+1）法律事務所の新人弁護士数 
  
 さて、先日の大手５大法律事務所のパートナー昇任人数の記事に続き、またもや業界内輪ネタ記事です。 
 先月末から今月初めにかけて、大手法律事務所に入所した新人弁護士（司法修習64期）の人数と名前、経歴等が、各事務所のHP等で
多く公表されております。 
 そこで、各事務所のHPや日弁連の会員検索ページを参考に、新人弁護士の入所人数を、各事務所の総弁護士数の情報と併せて、簡単
にまとめてみました。 
 
（事務所名：新人弁護士数／総弁護士数）（総弁護士数は、本日１月８日に日弁連の会員検索ページで調べた情報による） 
（正確には、下記事務所の中には、「弁護士法人」や「外国法共同事業」等の文言が事務所名に入る所もありますが、便宜上そうした文言
の記載は省略させて頂きました） 
 
１．西村あさひ法律事務所          １７人／４７３人 
２．長島・大野・常松法律事務所       １９人／３４３人 
３．アンダーソン・毛利・友常法律事務所  １９人／３１８人 
４．森・濱田松本法律事務所         １３人／３１２人 
５．ＴＭＩ総合法律事務所           １４人／２４３人 
６．東京青山・青木・狛法律事務所      ５人／１２１人 
７．シティユーワ法律事務所          ５人／１１４人 
８．大江橋法律事務所              ７人／１０２人 
９．渥美坂井法律事務所            ３人／ ７８人 
９．北浜法律事務所               ５人／ ７８人 
 
 新人弁護士の出身ロー別とかも情報としてご紹介すれば、修習生や受験生の皆様の参考になるのでしょうが、残念ながら個人的にその
点に余り興味がない（というか、そこまでする時間もない（笑））ので、そうした情報は省略させて頂きます。 
 
 さて、本日の記事を書くための調査の過程で凄くビックリしたのは、ベスト10に惜しくも入らなかった11位の法律事務所でした。 
 
11．アディーレ法律事務所          ２０人／ ７７人 
 
 アディーレって、こんなに弁護士いたんですね！！ 
 しかも、64期の弁護士が20人も入所している・・・。 
 登録弁護士数で日本の10大法律事務所にランクインするのが目前（というか、時間の問題？）に迫っていることを、今日初めて知りまし
た。凄いなアディーレ。 
（まあ、この20人がどういう雇用形態なのか（イソ弁なんでしょうか。またはノキ弁？）は、部外者である私にはわかりませんが・・・。このあ
たりは、同期の、または若い先生方の方が事情を良くご存じなんでしょうね。） 
 
 以上、業界内輪ネタその２でした。その３は多分、ありません・・・。 
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2. 2012年4月2日 TMI総合法律事務所、名古屋オフィスを開設  

 さて、もうすでに一部では話題になっておりご存じの方も多いかと思いますが、大手法律事務所の１つでありますＴＭＩ総合法
律事務所が、名古屋オフィスを開設し、本日４月２日より業務を開始したとのことです。 
 
 
 ↓ ＴＭＩ総合法律事務所のＨＰにある名古屋オフィス開設のお知らせはこちらです。 
 http://www.tmi.gr.jp/information/topic/20120330.00003828.html 
 
 このＨＰのお知らせを見ますと、本体である東京のＴＭＩ総合法律事務所が弁護士法人化して名古屋に支店を設ける、というこ
とではなく、あくまで本体の法人格はそのままで、名古屋に「弁護士法人ＴＭＩパートナーズ」という法人組織を作る、という建て付
けを取るようですね。 
（しかし、本体のＴＭＩ総合法律事務所って、英語表記は「TMI Associates」じゃなかったでしたっけ？ 本体が「アソシエイツ」で、名
古屋オフィスは「パートナーズ」ですか・・・。なかなか面白い組み合わせですね（笑）。） 
 
 名古屋オフィスに常駐するのは尾形和哉先生という方（司法修習57期、2004年弁護士登録）だそうです。今までは東京のＴＭＩ
本体でアソシエイトの立場におられた方のようですね。 
 
 本件、内部の方から情報を聞いていないので正確なところは良くわからないのですが、私がこのお知らせを知って最初に思っ
たのは、「何故ＴＭＩは東京以外の地方にオフィスを作るのだろう。しかも何故名古屋に？」ということでした。 
 名古屋に事務所の有力なお客様がいて、名古屋にオフィスを構えるほどのニーズがあった、ということなんでしょうかね・・・。 
 この名古屋オフィスが尾形先生限りの属人的なものなのか、それとも永続的なものなのか・・・。余り憶測でモノを言ってご迷惑
をお掛けしてはいけませんので、この程度にさせて頂きますが、名古屋オフィスの目的・狙いについては、とても興味があるとこ
ろです。 
 
 東京を本拠地とする企業法務系の大手事務所で、地方にオフィスを構えるという例はまだ珍しいので（債務整理系の事務所な
ら地方オフィスを構えている例は沢山ありますが・・・）、こうした例が他の「大手」事務所にも今後起こりうることなのか、業界内
の人間としては少し興味があるところではあります。 
 
 以上、業界ネタでしたが、簡単にご紹介させて頂きました。 
 
＊ ＊ ＊ 
 
（おまけ） 
 ＴＭＩつながりという訳ではないのですが、わたくし本日、年度初めの最初の営業日ということで、気持ちを新たにするため、六
本木ヒルズ森タワーの屋上、スカイデッキに行ってきました。（私、意外とこういう自主イベント、好きなもので・・・） 

 
25 

http://www.tmi.gr.jp/information/topic/20120330.00003828.html


第6 組織内弁護士 

１．組織内弁護士数の推移  
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2. 企業内弁護士の人数と所属企業に関する調査 
2011年（平成23年）下半期  
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第7 日本の弁護士業の課題 

 

1. 商品の供給不足の経済から供給過多の経済に変化 

2. 多様化する消費者ニーズ（B to B,B to Cともに) 

3. 国内市場の縮小と少子高齢化 

4. インターネットの普及による業態変化 

5. 企業間競争の激化 

6. 名目賃金の低下方向 

7. 人と物の移動の自由が進む方向 
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1. 基調報告２（現状分析） 弁護士 松尾弘志（佐賀県）の抜粋  
今後の展望-これからの弁護士にとってのマーケティング 

 

① 紹介によらない依頼者 
② 顧客が弁護士に求めるもの 
③ 顧客に伝えたい情報 

 
 

 経済的基盤調査やヒアリングの結果から、いくつかのキーワードやテーマが浮
かび上がっています。経済的基盤調査に関する報告書は、弁護士数が増加や弁
護士業務が拡大傾向にある中で、依頼の内容や依頼者層では、地域別で顕著
な差があると指摘しています。また、弁護士が事件の依頼を受ける経路について
も「紹介」による依頼が経済的基盤を支えていたという従前からの受任経路に変
化があることが窺われると分析し、今後、経済的な基盤を得るために広告等の情
報提供手段を利用する弁護士が増加すると予想しています。 

 ヒアリングの結果では、自身の独自性を明確にし、その情報を市民や企業に伝
達することの重要性がいわれ、マーケティングについての考え方の中で顧客の
ニーズや要望を把握することや顧客の信頼を得るという視点が肝要であると指
摘されています。これからの弁護士にとって、いかにして独自性を発揮して「顧
客」を獲得するかという視点とともに、「顧客の信頼」を獲得するためにはどうす
ればよいかという視点をもって改めて事務所経営をみていくいことが重要である
といえましょう。この辺りのところを午後のパネルディスカッションでもご意見をお
聞きしたいと思っています。以上で報告を終わらせていただきます。 
（弁護士 松尾弘志様から資料提供を受け、及び使用許諾を受けています。） 

 

第8 2011年 弁護士業務改革シンポジウム 第1分科会 
小規模法律事務所におけるマーケティング戦略～さらなる依頼者志向へ～ 

（日本弁護士連合会 2011年11月11日） 
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２.ヒアリング事例 弁護士法人A法律事務所  

 

マーケティングの手法 

①ホームページ    「24時間受付」 

②セミナー        「中小企業のニーズ」 

③ニュースレター        「テーマの選定」 

 

 

マーケティングについての考え方 

①依頼者のニーズを先回りすること  

「早く、親切に、誠意をもって」 

②お客様商売     

   「依頼者とその家族の不安を和らげてあげる」 
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３.ヒアリング事例 弁護士法人B法律事務所 
  

マーケティングの手法 

 
① ホームページ     

② セミナー        

③ ニュースレター 

④ 顧問先に足を運ぶ 

⑤ 相談料の無料化 

⑥ アンケート 

⑦ 法人化 

 

マーケティングについての考え方 

 
① 質の高いサービスを目に見える形で 

② 他士業との連携 

③ 地域1番の業務と数と質 

④ 事務職員の印象 
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４.ヒアリング事例 C法律事務所 

  

マーケティングの手法 

 

①顧客サービスについての情報の収集 

②顧客サービスについての弁護士や事務所職員の意識 

 

 

マーケティングについての考え方 

 

顧客満足の精神  

「働くことの意味、経営とは何か」 
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５.ヒアリング事例 D法律事務所 

  

マーケティングの手法 

 

① ホームページ 

② パンフレット 

 

マーケティングについての考え方 

 

① 依頼者の立場に立って考えること 

② 正確な法律情報を迅速に提供すること 

③ 依頼者のために便宜を図ること 
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６.ヒアリング事例 E法律事務所 

  

マーケティングの手法 

 

① 顧客のニーズの把握 

② 新規顧客の開拓と既存顧客の接触 

 

マーケティングについての考え方 

 

① 企業法務にはウェブマーケティングは向かない 

② ユーザー目線 
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７.パネリストのプロフィール 
 （出典2011年11月11日シンポジウム配布資料あり 資料① ） 

  

 

原 章夫（はら あきお） 

 

元榮 太一郎（もとえ たいちろう） 

 

大山 滋郎（おおやま じろう） 

 

堀 鉄平（ほり てっぺい） 
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原 章夫（はら あきお） 
「弁護士法人佳朋・原総合法律事務所」 
(http://www.haralawoffice.com/) 
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元榮 太一郎（もとえ たいちろう） 
「法律事務所オーセンス」 

(http://www.authense.jp/) 
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大山 滋郎（おおやま じろう） 
「弁護士法人横浜パートナー法律事務所」 

(http://www.ypartner.com/) 
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堀 鉄平（ほり てっぺい） 
「弁護士法人マーシャルアーツ」 

(http://www.martial-arts.jp/) 
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1.当事務所の特色と構成員 

(1) 特色 

① 法人であること 

② 離婚、相続・相続税、企業法務、債務整理の4分野を専門として
特化。 

③ 2010年3月設立の新興の法律事務所 

(2) 構成員 

    2012年4月現在  

       弁護士 5名(34期1名、62期1名、63期2名、64期1名) 

       司法書士 1名(登録6年) 

       法律事務スタッフ 5名（パート1名含む） 

       総務広報スタッフ 7名（派遣1名含む） 

      合計17名（内 育休中2名）(他に学生アルバイト 5名) 

   2012年12月      

       弁護士2名(65期)入所予定 

 

  

第9 私の思いと当事務所の進む方向 
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2. 当事務所の課題 

 
I. 危機意識の徹底～「茹でガエル日本」 

II. 個人プレーから組織・チームプレーに転換 

III. 組織の構築・人材の育成・情報の発信力を強化 

IV. 企業競争力 ＝  

   組織の力 × 構成員の力 × 情報発信力 

I. 組織づくり、人づくりと情報発信力強化により 

   ブランド化 
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3.組織づくり 
(1) 2009年9月から勤務弁護士の個人事件不可を実行。 

 

 

 
 

  

3～5年で勤務弁護士独立 

勤務弁護士採用 

個人事件受任 
するようになる。 

事務所事件と 
個人事件、兼業。 

経営弁護士と軋轢
が深くなる。 
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(2) 2010年3月 法人化 

① 共同体の主体として、存続を目的とする。 

② 透明性と公正の基礎となる。社会保険料を含む税金の正しい納税。 

                    公私混同をしない。                       

(3) 2010年6月 IT担当スタッフ採用、IT化の推進を図る。 

 

(4) 2010年12月16日から実施 

当法人は、私企業として人材育成・成長支援を通じた経営目標の達成
に注力しております。また、弁護士スタッフと事務スタッフは、仕事上の
パートナーで対等であるとの理念のもと、弁護士スタッフ、事務スタッフと
も全員参加での経営を目標とし、次の対応をすることになりました。 

 

１ 弁護士を「…先生」とは呼びません。「…さん」と呼んでいます。 

２ 弁護士（代表弁護士を含む）に、お茶出しはしません。 

３ 机の上の掃除、机の下の各自ゴミ箱の片付けは、弁護士、事務スタッフ  
が各自で行います。  

４ 弁護士スタッフだけでなく事務スタッフにも法律事務所経営・業務運営に
関する研修に参加する機会を設けています。 

５ 将来、事務スタッフからもパートナー（執行役員）登用を予定しております。 
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(5) 4分野に専門・特化し、内容を深める（深耕）。 

   弁護士は、一分野に専門特化し、その分野の中で 

   1ないし3テーマ(細分類項目）では、東海3県でトップの弁護士となる。 

 

   企業法務・離婚・相続（相続税含む）・債務整理 

 課題１  

  司法書士に加えて（実現）・税理士・社会保険労務士の加入 

 課題２ 

  英語・中国語に対応。 

 

(6) 2012年4月 IT・WEBチームの編成 

             （スタッフ3名+学生アルバイト2名） 

 

(7) 2013年 3事業部制と数字による経営を進展させる。 

 

(8) 創意と工夫により日々組織を改革する。 

 

(9) 目的・目標を常に明確にする。 
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4.人づくり 
 

(1) 当社として、弁護会の委員会、会派幹事、青年会議所、 
  法人会青年部に派遣 
  弁護士、司法書士に日経新聞支給 
  ドラッカー関連の読書会（6回開催） 
 

(2) 2011年11月から弁護士・事務スタッフとも、社外かつ弁護士会以外の 
   研修を強化、社会人としての人間力の育成・強化を図る。 
   居る場所を変えることにより、見る対象を弁護士会内から市場に変えさせる。 
 
(3) 2011年11月から修習生2名に成長支援プログラム開始  資料有り 資料⑤ 
  社会人としての人間力の育成 
  簿記・税務 
   英語力 
 

(4) 2012年1月から弁護士、司法書士に成長支援プログラム開始  資料有り 資料⑤ 
  2011年7月から2012年3月まで 相続税の勉強会 14回 
  2012年1月から中日文化センター 話し方教室 1年間受講予定 
  簿記3級・2級取得を必須とする。 
  所得税、法人税の勉強 
  ―今後の予定 
  英語・中国語の学習 
  研究論文の発表 
  大学院修士  
  留学・海外出向 
 

(5)法律事務スタッフと総務・IT・WEBスタッフに成長支援プログラムを行う 
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5. 情報発信力の強化 
(1) HP、ブログ、フェイスブック 

(2) IT化の推進 

(3) パンフレット 

(4) ニュースレター発行（2012年の課題） 

(5) 学会・経済団体での活動 

 

6. 5S運動 
整理（せいり、Seiri） 

いらないものを捨てる 

整頓（せいとん、Seiton） 

決められた物を決められた場所に置き、いつでも取り出せる状態にしておく 

清掃（せいそう、Seisou） 

常に掃除をして、職場を清潔に保つ 

清潔（せいけつ、Seiketsu） 

3S(上の整理・整頓・清掃）を維持する 

躾（しつけ、Shitsuke） 

決められたルール・手順を正しく守る習慣をつける 
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第10 最後に 

1    2011年初めてドラッカーを知る。 

   ドラッカー学会入会 

         そして、松下幸之助を知る。 

   顧客満足（CS）経営など市場に目を向ける。 

 

  2  私の希望 

       法人として存続させることにより、私が最後をきれいに終りたい。 

 

 ありがとうございました。 

弁護士法人 名古屋総合法律事務所 

代表弁護士 浅野 了一 
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